別記様式第１号（第４条関係）
年　　月　　日　
（宛先）周南市長
所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　　　　　　　　
事業者指定申請書
周南市企業立地促進条例施行規則第４条第１項の規定により、指定事業者の指定を受けたいので、次のとおり関係書類を添えて申請します。
１　事業者の概要
	名称
	
	代表者氏名
	　

	本社所在地
	TEL　　　　　　　　　　

	資本金又は出資額
	　
	従業員数
	人

	業種
	　

	事業内容
	　


２　設置事業所等の概要
	名　　　　　　称
	　
	代表者氏名
	　

	所在地
	TEL　　　　　　　　　　

	設置の種別
	新設　　増設　　更新

	業種
	　
	従業員数
	人

	事業内容
	　

	施設の類型
	製造業　物流業　重点立地促進事業（研究開発　水素　医療　環境エネルギー　バイオ　ヘルスケア）　カーボンニュートラル推進事業（温室効果ガス回収　エネルギー転換　製造工程脱炭素化　実証）

	工事着工日
	　　　　　年　　　月　　　日

	営業開始日
	　　　　　年　　　月　　　日（予定）

	設置の趣旨及び経緯
	


注　設置の種別及び施設の類型は、該当するものに○印をつける。
３　設置事業所等の投下固定資産（予定）
　(１)　総括表
	区分
	数量
	面積（㎡）
	取得価額（円）
	備考

	土地
	筆
	
	
	

	家屋
	棟
	
	
	

	償却資産
	
	－
	
	

	合　　　計
	
	


注
１　土地は、事業所等の設置に係る工事の着工日前３年以内に取得したものに限る。
　２　償却資産（建物附属設備、構築物、機械又は装置（土地又は建物に固着されたものに限る。））は、耐用年数７年以上（カーボンニュートラル実証事業にあっては４年以上）のものに限る。
(２)　固定資産別内訳表
　　ア　土地
	所在地番
	地目
	面積
	取得価額
	取得年月日
	備考

	
	
	㎡
	円
	
	

	計
	筆
	㎡
	円
	
	


注　土地が複数ある場合は、その土地ごとに記入すること。
イ　家屋
	種類
	構造
	床面積
	取得
価額
	取得
年月日
	備考

	
	
	１階
	その他
	合計
	
	
	

	
	
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	
	

	計
	
	㎡
	㎡
	㎡
	円
	
	


注　
１　床面積の欄のその他は、１階床面積以外の床面積を記入すること。
２　建物が複数ある場合は、その建物ごとに記入すること。
　　ウ　償却資産
	資産の種類
	数量
	取得価額
	取得年月日
	備考

	建物附属設備
	
	円
	
	


	構築物
	
	円
	
	

	機械又は装置
	
	円
	
	

	計
	
	円
	
	


４　従業員数の異動（予定）
	
	従業員数

	
	市内事業所における全従業員数
	

	
	
	うち本市に住所を有する従業員数
	

	
	
	
	うち新規雇用従業員数

	営業開始日の１年前
	人
	人
	人

	営業開始日
	人
	人
	人

	営業開始日の２年後
	人
	人
	人


５　研究者数の異動（予定）
	
	研究者数

	
	市内事業所における全研究者数
	

	
	
	うち本市に住所を有する研究者数
	

	
	
	
	うち市外から当該研究所に異動（新規雇用を含む。）した研究者数

	営業開始日の１年前
	人
	人
	人

	営業開始日
	人
	人
	人

	営業開始日の２年後
	人
	人
	人


添付書類
１　法人登記簿謄本又は住民票の抄本
２　定款又は規約
３　設置事業所等の位置がわかる地図、配置図、平面図及び外観図
４　会社概要が記載された書類
５　事業計画書の写し
６　設置の種別が更新の場合において、事業計画書に既存設備より生産量若しくは取扱量が増強される場合、生産製品若しくは取扱製品の高付加価値化が推進される場合又は温室効果ガスの排出量の削減その他環境への負荷が軽減されることに関する記載がない場合は、これらの要件を証する書類
７　その他市長が必要と認める書類
